
計算書類に対する注記（法人全体用）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 ・株式会社福祉新聞社　　　　取得価格（額面）による。

（２）固定資産の減価償却の方法 ・建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア　　　定額法による。

・リース資産　　　　該当資産なし。

（３）引当金の計上基準 ・退職給付引当金

・賞与引当金

　賞与の支給に備え必要額を計上している。

２．法人で採用する退職給付制度

（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入。

（２）一般社団法人北海道民間社会福祉施設事業職員共済会が実施する退職共済制度に加入。

３．法人が作成する計算書類と事業区分、拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下の通りとなっている。

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　□社会福祉事業 　□公益事業

　　法人本部拠点 　　小樽市北西部地域包括支援センター拠点

　　小樽育成院拠点　　「養護老人ホーム」「特定施設入居者生活介護」

　　やすらぎ荘拠点 「介護老人福祉施設」「短期入所生活介護」「オタモイデイサービスセンター」「オタモイケアプランセンター」

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

５．会計基準第３章第４(４)及び(６)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円

建物（基本財産） 円

計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 円

計 円

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額（事業未収金　126,332,805円）に対する徴収不能引当金の計上はしていない。

９．満期保有目的債権・関連当事者との取引・重要な偶発債務及び後発事象

いずれも該当なし。

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

特になし。

　一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職共済制度に加入している職員に係る退職金に相当する金額を計
上している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 1,437,664,311 1,500,120 88,902,027 1,350,262,404

土地 28,026,892 0 0 28,026,892

（単位：円）

合計 1,465,691,203 1,500,120 88,902,027

1,350,262,404

1,378,289,296

238,098,000

238,098,000

1,378,289,296

28,026,892

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 3,328,580,532 1,978,318,128 1,350,262,404

除却資産帳簿価額

0

土地 28,026,892 0 0 28,026,892

建物 26,112,990 25,409,083 703,907

構築物 15,450,620 14,931,230 519,390

0

0

機械及び装置 712,950 506,018 206,932

車両運搬具 41,282,165 37,840,254 3,441,9110

0

1,397,615,890

器具及び備品 88,812,340 78,217,969 10,594,361

ソフトウェア 10,666,846 6,806,753 3,860,093

10

10

0

合計 3,539,645,335 2,142,029,435


